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弊社に対する金融庁による行政処分について 

 

 

本日、弊社は、金融庁より、金融商品取引法第 156 条の 33 の規定に基づき、別紙のとおり

業務改善命令を受けました。 

 

弊社がこのような処分を受け、関係各方面にご心配、ご迷惑をおかけする結果となりまし

たことを深くお詫び申し上げます。 

 

今回の処分を厳粛に受け止め、関係各方面のご協力を賜りながら早急に再発防止に向けた

改善策を策定し、金融庁に提出する予定です。 

 

以  上 

 

 

 

 

＜本件に関する問い合わせ先＞ 

総務広報グループ 電話番号：０１２０－８５１１６８ 

受付時間：（月～金）９：００～１７：００ 
（土・日・祝日は休み） 



平成 19 年 12 月 14 日 
金  融  庁 

 
日本証券金融株式会社に対する行政処分について 

 
日本証券金融株式会社に対する証券取引等監視委員会による検査の結果、当該証券金融

会社の業務の運営の状況に関し、公益又は投資者保護の観点から改善に必要な措置を取る

べき状況が認められたとして、行政処分を求める勧告が行われた（平成 19 年 11 月 27 日）。 
 
○ 品貸入札における不公正な調整について 

 
日本証券金融株式会社は、貸借取引における貸株超過銘柄については、当該銘柄を保有

する証券会社及び生命保険会社、損害保険会社等を参加者とする入札（以下、「品貸入札」

という。）により、貸付料率（以下、「品貸料」という。）を決定し、株券を調達することと

している。 
しかしながら、同社においては、一部の銘柄に係る品貸入札において、特定の入札参加

者に対し、料率及び株数といった入札条件の変更などを要請し、不公正な入札調整を行う

ことにより、品貸料を引き上げていた事実が認められた。なお、当該入札調整は、遅くと

も平成 10 年 6 月頃から行われていたものと認められる。 
 
当該証券金融会社の上記のような業務の運営の状況は、金融商品取引法第 156 条の 33 の

規定により、業務の運営の状況の改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる

場合の要件となる「業務の運営（中略）の状況に関し、公益又は投資者保護のため必要か

つ適当であると認めるとき」に該当するものと認められる。 
 
このような事案が発生することとなった背景として以下の問題点が挙げられる。 

 
① 歴代の品貸担当者において、株券を調達できない事態を発生させないためには入札

の調整も辞さないといった考え方に問題があったこと。 
② 貸借取引部（品貸入札の担当部門）の管理者が、現行の業務態勢を実際に確認して

おらず、監督責任を果たしていなかったこと。 
③ 採用するコンプライアンス態勢において、コンプライアンスを推進する役割を担う

ために配置されていたコンプライアンス担当者の認識の欠如から、規則に基づく品貸

入札の適切性の遵守状況についての確認を行っておらず、その制度が有効に機能して

いなかったこと。 
④ 監査部は、貸借取引部に対する内部監査を毎年実施し、適切であった旨の報告を行

別 紙 



っているものの、書面の審査が中心であり、規則に基づく品貸入札の適切性を検証す

るまでの必要性を認識しておらず、長期にわたり不公正な入札調整を看過しており、

監査が有効に機能していなかったこと。 
⑤ 品貸入札業務に関する取引の記録の範囲及び内容が不十分であり、事後的に当該業

務の適切性を検証することが困難な状況にあること。 
 
上記の問題点について、同社は、コンプライアンス態勢及び内部管理態勢の充実・強化

を図る必要がある。 
 
以上のことから、本日、同社に対し、以下の行政処分を行った。 

 
○ 業務改善命令 
１．今般の証券取引等監視委員会の指摘内容を踏まえ、根本的な原因を究明し、問題の

所在を総括した上で、以下の観点からコンプライアンス態勢及び内部管理態勢を充

実・強化すること。 
 

① 内部管理態勢及びコンプライアンス態勢のあり方について検証するとともに、責

任の所在の明確化を図ること。 
② 役職員の投資者保護の意識を高め、当社が定める各種規定を遵守し、公正かつ適

切に業務運営がなされるよう必要な研修及び周知徹底すること。 
③ 内部監査部門の抜本的な改善・強化により監査機能の実効性を確保すること。 
④ 当社の関連規程及び業務運営について、公正性及び適切性を確保するための改善

の余地を検証すること。 
⑤ 品貸入札業務に係る取引記録について、事後的に検証できるよう必要な整備を行

うこと。 
⑥ 上記を踏まえ、再発防止策を策定し、実施すること。 
⑦ 改善を行った取り組みについて公表すること。 

 
２．上記１について、その対応状況を平成 20 年 2 月 13 日までに書面で報告すること。

以降、実施及び改善状況について、2 ヶ月毎に報告すること。 
 
 




